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はじめに 
 

 当研究所では、ここ数年来、海外に在住する方やこれから海外へ赴任する予定という

方からの教育相談が増加する傾向にあった。 
 また当研究所の今後の在り方について検討する中で、第２期中期目標・中期計画では、

以下のように教育相談活動を見直すことになった。 
 『日本人学校及び在外邦人の障害のある子どもの相談や支援については、現在十分な

対応がされておらず、対応する地方自治体の部署が確立していないため、海外勤務予定

者や日本人学校のない国に在住している障害のある子どもや保護者の相談・情報提供に

応じる必要がある。同時に日本人学校のネットワークの形成を推進し、相談システムの

構築を図る必要がある。』 

具体的には、国外に在住する障害のある子どもや保護者等に対する支援を図るため、

①日本人学校に対する学校コンサルテーションの実施、②日本人学校のネットワーク形

成の促進、③障害のある在外邦人やその保護者に対する教育相談・情報提供を行う。と

いうものである。 

 しかし、研究所では、これまで日本人学校の特別支援教育についての実態を十分把握

している訳ではないし、海外の現地情報を詳しく把握しているわけでもない。 
 そこで、この２年間科学研究費による研究「外国在留法人に対する特別支援教育に関

する相談支援体制の構築」において、海外で生活している邦人で障害のある子どもを育

てている保護者や本人、あるいは教育機関関係者を対象として、これらの相談に関する

ニーズについて、その内容や希望事項、必要とされている情報を調査することで、国内

及び海外の主だった機関とのネットワークを形成することを目的に研究を推進してきた。 
日本人学校のニーズ調査や実地調査から、日本人学校の現状と課題を整理し、今後の

日本人学校の特別支援教育への支援の在り方をここに提言したいと考えている。 
この報告書が、海外で活躍される日本人の子弟が、たとえ障害があったとしても、安

心して海外で学べる一助になれば幸いである。 
 
 
平成１９年３月 
                     研究代表者  後上 鐵夫 
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